
法人名：社会福祉法人　蓬莱会

１．継続事業の前提に関する注記
　　該当なし

２．重要な会計方針
　（１）　有価証券の評価基準及び評価方法 該当なし
　（２）　固定資産の減価償却の方法

① 建物、構築物、車輌運搬具並びに器具及び備品　定額法　
　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得した
　ものについては定額法によっています。

② リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産　
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
　　ただし、リース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下又はリース期間が１年以内の
　　リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
　　尚、未経過リース料総額は38,912,426円（１年以内11,307,716円、１年超27,604,710円）であります。

　（３）　引当金の計上基準
① 退職給付引当金

公益財団法人山口県健康福祉財団の実施する退職共済制度に加入している職員に係る
共済納付額のうち法人の負担額に相当する金額を計上しています。

② 賞与引当金
職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上して
います。

３．重要な会計方針の変更
　　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

　（１）　社会福祉施設職員等退職手当共済
　（２）　山口県健康福祉財団退職共済制度

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりである。

　（１）　法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式,第二号第一様式,第三号第一様式）
　（２）　社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式,第二号第三様式,第三号第三様式）
　（３）　拠点区分ごとの計算書類（会計基準省令第一号第四様式,第二号第四様式,第三号第四様式）
　（４）  公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　　　   当法人では、公益事業を実施していないため作成していません。
  （５）  収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
         当法人では、収益事業を実施していないため作成していません。
　（６）　各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　①ゆうあい拠点区分　（社会福祉事業）
　　　　ア　本部
　　　　イ　生活介護
　　　　ウ　施設入所支援
　　　　エ　短期入所
　　　　オ　日中一時支援
　　　　カ　移動支援
　　　②ソイル拠点区分
　　　　ア　生活介護
　　　③よつば拠点区分
　　　　ア　よつばホームＡ（グループホーム）
　　　　イ　よつばホームＢＣ（グループホーム）
　　　　ウ　よつばホームＤ（グループホーム）
　　　　エ　桜ＡＢ（グループホーム）

計算書類に対する注記（法人全体用）



　　　④クローバー拠点区分
　　　　ア　計画相談支援
　　　　イ　障害児相談支援
　　　　ウ　防府市障害者相談支援
　　　　エ　地域療育等支援
　　　⑤てらら拠点区分
　　　　ア　生活介護
　　　⑥たいよう拠点区分
　　　　ア　たいよう放課後等デイサービス
　　　　イ　たいよう日中一時支援
　　　　ウ　たんぽぽ放課後等デイサービス
　　　　エ　たんぽぽ日中一時支援
　　　　オ　ひまわり放課後等デイサービス
　　　　カ　ひまわり日中一時支援
　　　　キ　デイサービスたんぽぽ

６．基本財産の増減内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　該当なし

８．担保に供している資産
　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 円
計 円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円

計 円

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（単位：円）

１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　　該当なし

１２．関連当事者との取引の内容
　　　該当なし

１３．重要な偶発債務
　　　該当なし

394,808

建物
構築物
車両運搬具

建物（基本財産） 545,667,972

17,920,550

55,761,536

器具及び備品 23,128,415

26,716,620 15,893,813
17,525,742

147,930,638

78,397,078

徴収不能引当金の当期末残高

0
債権の当期末残高

77,487,719

34,980

1,539
0 872,840

合計 78,397,078 0

事業未収金 77,487,719

仮払金 34,980 0

未収補助金 1,539 0
前払費用 872,840

16,138,842 6,989,573
496,879,469合計

債権額

761,364,195 264,484,726

当期末残高
0 0

16,210,006
16,210,006

0
0

386,503,179
92,169,102
10,822,807

159,164,793

138,013,690
386,503,179
524,516,869

取得価額 減価償却累計額

47,293,962

81,082,000

47,293,962

81,082,000

当期末残高

土地
建物
合計

138,013,690
402,713,185
540,726,875

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額



１４．重要な後発事象
　　　該当なし

１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の
　　状態を明らかにするために必要な事項
　　　該当なし


